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（１）長期エネルギー需給見通し 



エネルギーミックスの検討開始について             

 エネルギー基本計画に記載された方針に基づき、現実的かつバランスの取れたエネルギー需給構造の将来
像について検討するため、新たに、総合エネルギー調査会 基本政策分科会の下に、長期エネルギー需給見
通し小委員会（委員長：坂根正弘 （株）小松製作所根相談役）を設置し、１月より検討を開始。現在、パブリック
コメント中（～７月１日）。 

 また、電源毎の発電コストについて、小委員会の下に発電コスト検証ワーキンググループ（座長：山地憲治（公
財）地球環境産業技術研究機構理事・研究所長）を設置し、２月より検討を開始。過去の検証結果も踏まえつ
つ、最新のデータ等を反映し、改めて試算。 

＜長期エネルギー需給見通し小委員会 開催状況＞ 

長期エネルギー需給見通し小委員会等の検討状況について 

○第１回（１／３０）※基本政策分科会と合同開催 
   議題：長期エネルギー需給見通しの検討について 

○第２回（２／１３） 
   議題：エネルギー需要、省エネルギー対策について 

○第３回（２／２７） 
   議題：省エネルギー対策について 

○第４回（３／１０） 
   議題：再生可能エネルギーについて 

○ 第５回（３／３０） 
   議題：電源構成の在り方について 

○第１回（２／１８） 
  議題：２０１１年コスト等検証委員会の検討結果を踏まえた 
     発電コストに関する議論 

○ 第２回（３／３） 
  議題：再生可能エネルギー及び火力発電等に関する論点等 

○ 第３回（３／２６） 
  議題：原子力発電に関する論点 

○ 第４回（４／６） 
  議題：系統安定化費用及び政策経費等に関する論点 

＜発電コスト検証ワーキンググループ 開催状況＞ 

○ 第６回（４／１０） 
   議題：エネルギーの効率的な利用等について 

○ 第７回（４／２２） 
   議題：これまでの議論における論点等について 

○ 第８回（４／２８） 
   議題：エネルギーミックスについて 

○ 第９回（５／２６） 
   議題：長期エネルギー需給見通しについて 

○ 第１０回（６／１） 
   議題：長期エネルギー需給見通しについて 

○ 第５回（４／１６） 
   議題：これまでの議論における論点等 

○ 第６回（４／２７） 
  議題：これまでの議論を踏まえた整理 

○ 第７回（５／１１） 
  議題：発電コストなどの検証に関する報告（案）について 
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温室効果ガス 
排出量 

 
             

電力コスト 

自給率 

３Ｅ＋Ｓについての具体的な目標水準 

現在、わずか６％  
震災前（約２０％）を更に上回る 

概ね２５％程度 

【目標】 

現状よりも引き下げる 

震災後、電気料金は大幅に上昇 
（産業用＝約３割、家庭用＝約２割） 

 
 
 

再エネ賦課金は今年度１．３兆円 
（既認定分※全てが運転開始されると２．７兆円） 

           

【目標】 

 

原発停止・火力発電の焚き増しで 
２０１３年度のＣＯ２排出量※は過去最悪 
 

  ※エネルギー起源のみ 

欧米に遜色ない削減目標 

【目標】 

 今回の見通し策定にあたって、Ｓ（安全性）の確保を大前提としつつ、３Ｅに関する以下の目標を同時達成す
ることを想定。 

 
  
 
 
 

安
全
性
の
確
保 

 
 

 
 

 

大
前
提 

 

※平成26年6月時点の認定量 
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エネルギー需要・一次エネルギー供給 

２０３０年度 

（省エネ対策後） 
２０１３年度 

（実績） 

エネルギー需要 

最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費 

熱 
ガソリン 
都市ガス 
等７５％ 

電力 
２５％ 

３６１百万ｋｌ 

徹底した省エネ 

5,030万kl程度 
（対策前比▲13%程度） 

電力 
２８％ 
程度 

熱 
ガソリン 

都市ガス
等７２％
程度 

経済成長 

１．７％／年 

３２６百万ｋｌ程度 

一次エネルギー供給 

自給率２４．３％ 

程度 

２０３０年度 

石炭２５％程度 

天然ガス１８％程度 

石油３０％程度 

再エネ１３～１４％ 
程度 

原子力１１～１０％ 
程度 

４８９百万ｋｌ程度 

ＬＰＧ ３％程度 
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10,650億kWh程度 
省エネ＋再エネ 

で約４割 

電力需要・電源構成 

徹底した省エネ 

1,961億kWh程度 
（対策前比▲17%） 

電力 
９,８０８ 
億kWh 
程度 

電力需要 電源構成 

（総発電電力量） 

12,780億kWh程度 

（総発電電力量） 

２０３０年度 ２０３０年度 
２０１３年度 

（実績） 

経済成長 

１．７％／年 

電力 
９,６６６ 
億kWh 

石油 ２％程度 

石炭２２％程度 

ＬＮＧ２２％程度 

原子力１８～１７％ 

程度 

再エネ１９～２０％ 

程度 

省エネ１７％程度 

再エネ２２～２４％ 

程度 

原子力２２～２０％ 

程度 

ＬＮＧ２７％程度 

石炭２６％程度 

石油 ３％程度 

（送配電ロス等） 

水力 ８．８ 

    ～９．２％程度 

太陽光 ７．０％程度 

風力 １．７％程度 

    ﾊﾞｲｵﾏｽ  

３．７～４．６％程度 

地熱 １．０ 

    ～１．１％程度 
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ベースロード比率 

：５６％程度 



（自家発） 
 

 

石炭 

 

 

 

 

LNG 

 

 

 

 

 

石油 

 

再エネ 

 

 
 

原子力 
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20～22% 

原発依存度の推移 

 

（一般電気事業用） 

 

１．省エネによる電力需要の抑制 

 2030年の電力需要を対策前比１７％削減。 

 （発電電力量で2,130億kWh程度の削減に相当） 
  

 2030年の総発電電力量：10,650億kWh程度 
 

２．再エネ拡大による原子力の代替 

 自然条件によらず安定的な運用が可能な地熱・水力・
バイオマスを拡大。 

 （＋382～531億kWh程度）   ※風力の平滑化効果を含む 

 

３．火力の高効率化による原子力の低減 

 石炭火力の発電効率が、全体として6.7%向上。 

 （＋169億kWh程度） 
 

 2,868億kWh（２７％）  ※震災前１０年間の平均的な電源構成 
 

  ⇒2030年に2,317～2,168億kWh程度 

    （２２～２０％） 

  エネルギー基本計画において、原発依存度は、「省エネルギー・再生可能エネルギーの導入や火力発電所
の効率化などにより、可能な限り低減させる」としている。 

原発依存度低減の考え方 

2,868 
億kWh 

震災前10年間の 

平均的な電源構成 
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3.1 2.1 1.0 

12.1 
5.8 8.5 7.6 9.5 

3.0 2.1 

3.8~ 
11.4 

17.9 
23.9 

1.1 2.2 
0.6 
3.3 

1.7 0.6 

3.4 

5.1 2.3 

12.8 
14.1 

4.2 
1.7 

2.6~ 
7.7 

3.0 

3.4 

1.7 
2.3 

1.5 5.5 10.8 

21.0 

5.5 

21.7 

15.6~ 
17.5 

24.7~ 
30.1 

3.0 
1.3 

2.9 

2.5 

1.6 

2.5 

0.3~ 
1.3 

0.04 0.02 
6.0 

6.0 0.2 

2.8 
3.5 

1.6 

0.4 

0.01 

3.3 

2.1 

0.03 

0.03 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

原子力 石炭 

火力 

LNG 

火力 

風力 

（陸上） 

地熱 一般水力 小水力 

(80万円/kW) 

小水力 

（100万円/kW） 

ﾊﾞｲｵﾏｽ 

（専焼） 

ﾊﾞｲｵﾏｽ 

（混焼） 

石油 

火力 

太陽光 

（ﾒｶﾞ） 

太陽光 

（住宅） 

ｶﾞｽ 

ｺｼﾞｪﾈ 

石油 

ｺｼﾞｪﾈ 

円/kWh 

2014年モデルプラント試算結果概要、並びに感度分析の概要 

電源 原子力 石炭 
火力 

LNG 
火力 

風力 
（陸上） 

地熱 一般 
水力 

小水力 
80万円/kW 

小水力 
100万円/kW 

ﾊﾞｲｵﾏｽ 
（専焼） 

ﾊﾞｲｵﾏｽ 
（混焼） 

石油 
火力 

太陽光 
（ﾒｶﾞ） 

太陽光 
（住宅） 

ｶﾞｽ 
ｺｼﾞｪﾈ 

石油 
ｺｼﾞｪﾈ 

設備利用率 

稼働年数 
70％ 
40年 

70％ 
40年 

70％ 
40年 

20％ 
20年 

83％ 
40年 

45％ 
40年 

60％ 
40年 

60％ 
40年 

87％ 
40年 

70％ 
40年 

30・10％ 
40年 

14％ 
20年 

12％ 
20年 

70％ 
30年 

40％ 
30年 

発電ｺｽﾄ 
円/kWh 

１０.１～ 
(８．８～) 

１２．３ 
（１２．２） 

１３．７ 
（１３．７） 

２１．６ 
（１５．６） 

１６．９※ 
（１０．９） 

１１．０ 
（１０．８） 

２３．３ 
（２０．４） 

２７．１ 
（２３．６） 

２９．７ 
（２８．１） 

１２．６ 
（１２．２） 

３０．６ 
～４３．４ 
（３０．６ 
～４３．３） 

２４．２ 
（２１．０） 

２９．４ 
（２７．３） 

１３．８ 
～１５．０ 
（１３．８ 
～１５．０） 

２４．０ 
～２７．９ 
（２４．０ 
～２７．８） 

2011コスト
等検証委 

８．９～ 
(７．８～) 

９．５ 
（９．５） 

１０．７ 
（１０．７） 

９．９～ 
１７．３ 

９．２～ 
１１．６ 

１０．６ 
（１０．５） 

１９．１ 
～２２．０ 

１９．１ 
～２２．０ 

１７．４ 
～３２．２ 

９．５ 
～９．８ 

２２．１ 
～３６．１ 
（２２．１ 
～３６．１） 

３０．１～ 
４５．８ 

３３．４～ 
３８．３ 

１０．６ 
（１０．６） 

１７．１ 
（１７．１） 

熱価値 

控除 

(7.7~9.3) 

熱価値 
控除 

(6.3~7.0) 

※３ ()内の数値は政策経費を除いた発電コスト 

※２ 2011年の設備利用率は、石炭:80％、LNG:80％、石油：50％、 
   10％ 

燃料価格１０％の変
化に伴う影響 
（円／kWh） 

石炭 

約 ±０．４ 

LNG 

約 ±０．９ 

石油 

約 ±１．５ 

化石燃料価格の感度分析（円/kWh） 

※１ 燃料価格は足元では昨年と比較して下落。それを踏まえ、 
       感度分析を下記に示す。 

8 

追加的安全対策費２倍 
廃止措置費用２倍 
事故廃炉・賠償費用等１兆円増 
再処理費用及びＭＯＸ燃料加工費用２倍 

原子力の感度分析（円/kWh） 

＋０．６ 

＋０．１ 

＋０．０４ 

＋０．６ 

※４  地熱については、その予算関連政策経費は今後の開発拡大のための
予算が大部分であり、他の電源との比較が難しいが、ここでは、現
在計画中のものを加えた合計143万kWで算出した発電量で関連予
算を機械的に除した値を記載。 

政策経費 

事故リスク 
対応費 

ＣＯ２対策費 

燃料費 

運転維持費 

追加的安全 
対策費 

資本費 

凡例 

原子力 石炭 

火力 

LNG 

火力 

風力 

(陸上) 
地熱 一般 

水力 
小水力 

(80万円/kW) 

バイオマス 

(専焼) 
バイオマス 

(混焼) 
石油 

火力 

太陽光 

（メガ） 
太陽光 

（住宅） 
ガス 

コジェネ 

石油 

コジェネ 
小水力 

(100万円/kW) 

rev4 

6/17課長（追
加） 

2014年モデルプラント試算結果概要、並びに感度分析の概要 



3.1 2.1 1.0 

10.8 12.7 
5.8 8.5 7.6 9.5 

3.0 2.1 

3.8~ 
11.4 

10.3 12.9 

1.1 2.2 0.6 
3.3 

1.7 0.6 

3.0 
7.4 

5.1 2.3 
12.8 

14.1 

4.2 
1.7 

2.6~ 
7.7 

2.6 
2.4 

1.7 2.3 
1.5 5.1 10 

21.0 

5.1 

19.3 

14.8~ 
16.7 

27.4~ 
32.9 

4.0 1.8 3.9 

3.2 

2.6 

4.2 

0.3~ 
1.5 

0.04 0.02 
5.3 

10.1 

5.9 
0.2 

2.8 
3.5 

1.6 

0.4 

0.04 

2.0 
0.2 

0.03 

0.03 

0.0
5.0

10.0
15.0
20.0
25.0
30.0
35.0
40.0

原子力 石炭火力 LNG火力 風力(陸上) 風力(洋上) 地熱 一般水力 小水力(80万円/kW) 小水力(100万円/kW) ﾊﾞｲｵﾏｽ（専焼） ﾊﾞｲｵﾏｽ（混焼） 石油火力 太陽光（ﾒｶﾞ） 太陽光（住宅） ｶﾞｽｺｼﾞｪﾈ 石油ｺｼﾞｪﾈ 

政策経費 

事故リスク 
対応費 

ＣＯ２対策費 

燃料費 

運転維持費 

追加的安全 
対策費 

資本費 

凡例 

2030年モデルプラント試算結果概要、並びに感度分析の概要 

自然変動電源の導入割合 再エネ全体の導入割合 調整費用 

６６０億kWh（６％）程度 １９～２１％程度 年間 ３，０００億円程度 

９３０億kWh（９％）程度 ２２～２４％程度 年間 ４，７００億円程度 

１，２４０億kWh（１２％）程度 ２５～２７％程度 年間 ７，０００億円程度 

円/kWh 

＜自然変動電源（太陽光・風力）の導入拡大に伴う調整費用＞ ※導入割合については、総発電電力量が１兆６５０億kWhの場合 

電源 原子力 石炭 
火力 

LNG 
火力 

風力 
（陸上） 

風力 
（洋上） 

地熱 一般 
水力 

小水力 
80万円/kW 

小水力 
100万円/kW 

ﾊﾞｲｵﾏｽ 

（専焼） 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 

（混焼） 
石油 
火力 

太陽光 
（ﾒｶﾞ） 

太陽光 
（住宅） 

ｶﾞｽ 
ｺｼﾞｪﾈ 

石油 
ｺｼﾞｪﾈ 

設備利用率 

稼働年数 
70％ 
40年 

70％ 
40年 

70％ 
40年 

20~23％ 
20年 

30％ 
20年 

83％ 
40年 

45％ 
40年 

60％ 
40年 

60％ 
40年 

87％ 
40年 

70％ 
40年 

30・10％ 
40年 

14％ 
30年 

12％ 
30年 

70％ 
30年 

40％ 
30年 

発電ｺｽﾄ 
円/kWh 

１０.３～ 
（８．８～） 

１２．９ 
（１２．９） 

１３．４ 
（１３．４） 

１３．６ 
～２１．５ 
（９．８ 

～１５．６） 

３０．３ 
～３４．７ 
（２０．２ 
～２３．２） 

１６．８ 
（１０．９） 

１１．０ 
（１０．８） 

２３．３ 
（２０．４） 

２７．１ 
（２３．６） 

２９．７ 
（２８．１） 

１３．２ 
（１２．９） 

２８．９ 
～４１．７ 
（２８．９～ 
４１．６） 

１２. ７ 
～１５．６ 
（１１．０～ 
１３．４） 

１２．５ 
～１６．４ 
（１２．３～ 
１６．２） 

１４．４ 
～１５．６ 
（１４．４～ 
１５．６） 

２７．１ 
～３１．１ 
（２７．１～ 
３１．１） 

2011コスト
等検証委 

８．９～ １０．３ １０．９ ８．８～ 
１７．３ 

８．６～ 
２３．１ 

９．２～ 
１１．６ 

１０．６ １９．１ 
～２２．０ 

１９．１ 
～２２．０ 

１７．４ 
～３２．２ 

９．５ 
～９．８ 

２５．１～ 
３８．９ 

１２．１～ 
２６．４ 

９．９～ 
２０．０ 

１１．５ １９．６ 

熱価値 
控除 
(9.0~ 
10.5) 

熱価値 
控除 
(5.9~ 
6.5) 
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※３ ()内の数値は政策経費を除いた発電コスト 

※２ 2011年の設備利用率は、石炭:80％、LNG:80％、
石油：50％、10％ 

燃料価格１０％の
変化に伴う影響 
（円／kWh） 

石炭 

約 ±０．４ 

LNG 

約 ±０．９ 

石油 

約 ±１．５ 

化石燃料価格の感度分析（円/kWh） 追加的安全対策費２倍 
廃止措置費用２倍 
事故廃炉・賠償費用等１兆円増 
再処理費用及びＭＯＸ燃料加工費用２倍 

原子力の感度分析（円/kWh） 

＋０．６ 

＋０．１ 

＋０．０４ 

＋０．６ 

※１ 今後の政策努力により化石燃料の調達価格が下落する可能
性あり。感度分析の結果は下記の通り。 

※ 太陽光・風力の導入に地域的な偏在が起こらず、地域的な需給のアンバランスが生じないなどの様々な前提を置いた上で算定。 

原子力 石炭 
火力 

LNG 
火力 

風力 
(陸上) 

地熱 一般 
水力 

小水力 
(80万円/kW) 

バイオマス 
(専焼) 

バイオマス 
(混焼) 

石油 
火力 

太陽光 
（メガ） 

太陽光 
（住宅） 

ガス 
コジェネ 

石油 
コジェネ 

小水力 
(100万円/kW) 

風力 
(洋上) 

rev4 

6/17課長（追
加） 

2030年モデルプラント試算結果概要、並びに感度分析の概要 



（２）原発再稼働の状況 



川内原発 
（１・２号機） 

高浜原発 
（３・４号機） 

2013年 7月8日       新規制基準への適合性審査申請。 
2015年 2月12日    原子炉設置変更許可。 
現在             原子力規制委員会において工事計画認可・保安規定変更認可の法令    
                             上の手続が進められている。 

伊方原発 
（３号機） 

2013年 7月8日       新規制基準への適合性審査申請。 
2015年 5月20日   新規制基準に適合していると認める「審査書案」の公表。6月19日までの

パブコメを経て、問題がなければ設置変更許可が行われる見込み。 

大飯原発 
（３・４号機） 

玄海原発 
（３・４号機） 

2013年 7月8日       新規制基準への適合性審査申請。 
現在          基準地震動に係る審議は概ね終了。現在、原子炉設置変更許可の補正

申請に向けて各電力が作業中。引き続き、原子力規制委員会による審
査中。 

【審査が先行している原発について】 

＜原子炉等規制法に基づく手続について＞ 

設置変更許可・・・原子炉の基本設計に相当。耐震や重大事故対策などが新規制基準に適合することを確認し、許可を行うもの。 

工事計画認可・・・工事のスケジュールのほか、安全上重要な施設の強度解析や、新規導入設備の仕様等について確認し、認可を行うもの。 

保安規定変更認可・・・運転管理体制等が災害の防止に十分であるかを確認し、認可を行うもの。 

使用前検査・・・新規制基準に対応して新しく導入した設備等について、その設置状況、機能等を確認するもの。 

原発再稼働に向けた状況  

 2013年  7月8日 
2014年 9月10日      
2015年 3月18日 
      3月30日 

5月22日 
5月27日 
6月10日    

新規制基準への適合性審査申請。 
原子炉設置変更許可。 
１号機工事計画認可。 
１号機の使用前検査の開始。 
２号機工事計画認可。 
１・２号機保安規定変更認可。 
２号機の使用前検査の開始。 
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rev5 

6/17基盤室（リ
バイス） 

rev9 

6/18（訴訟削
除） 



日本の原子力発電所（2015年6月26日時点） 

 本年4月末、高経年炉5基（敦賀1号機、美浜1号機・2号機、島根1号機、玄海1号機）が運転終了。2基（高浜1号機・2号

機）は、運転期間延長認可が申請された。 
 同6月16日、浜岡3号機が新規制基準への適合性確認を申請。これにより、計15原発25基が申請済となった。 
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東京電力㈱福島第二原子力発電所 

PWR 

BWR 

北海道電力㈱泊発電所 電源開発㈱大間発電所 

東北電力㈱女川原子力発電所 

中部電力㈱浜岡原子力発電所 

 日本原子力発電㈱ 
  東海・東海第二発電所 

東京電力㈱福島第一原子力発電所 

東京電力㈱柏崎刈羽原子力発電所 

九州電力㈱川内原子力発電所 四国電力㈱伊方発電所 

九州電力㈱玄海原子力発電所 

中国電力㈱島根原子力発電所 

北陸電力㈱志賀原子力発電所 

日本原子力発電㈱敦賀発電所 

関西電力㈱高浜発電所 

関西電力㈱大飯発電所 

関西電力㈱美浜発電所 

ABWR 

２９ ２４ ２１ ２０ ２５ １８ １７ 

 ２１ ９ 

 ２８ 

 ３８ 

３６  ３５  ２３  ２２ 

４０ ３９ ３０ ３０ 

２６ 

 ３４  ２１ １７ 

２６ ２４   ５ 

３７ ３３ ２０ 

 ２１ １０ 

 ３３  ３１  ２７  ３０ 

 ３６ 

３１ １９ １３ 

９ 

 ２７ 

※ 号機の上部の数値は電気出力(万kW)、 

   号機内の数値は運転開始後の経過年数。 

  ３０ ２９ 

出力規模 
 
 
 
 50万ｋW未満 100万ｋW未満 100万ｋW以上 

17   110 

36  116   

58  58  91 

52   83   83 

110 

46  78  78  78  78  110 

139 

110  110   110  110 

110  110   110  110  110   136  136 

54   84   110  114  138 

 54   121 

34   50    83 

118  118   118  118 

 83   83   87   87 

 46   82   137 

 56   56  118   118 

 89  89    57   57   89 

 138 

           

      

(平成25年9月27日) (平成25年7月8日) 

(平成25年7月8日) 

(平成25年7月8日) 

(平成25年12月25日) 

(平成25年7月12日) 

(平成25年7月8日) (平成25年7月8日) 

(平成26年2月14日) 

(平成26年5月20日) 

(平成25年12月27日) 

(平成26年6月10日) 

(平成26年8月12日) 

(平成26年12月16日) 

(平成27年3月17日) 

(平成27年3月17日) 

：新規制基準への適合性確認を申請 

 した炉         （ ）内は申請日 

                                                                                                          

(平成27年6月16日) 

rev4 

6/17（リバイス） 

東京電力㈱東通原子力発電所 

東北電力㈱東通原子力発電所 

rev9 

6/18（体裁修
正） 

：運転期間延長認可申請を行った炉 



（３）円滑な廃炉に向けた課題 
（電気料金審査専門小委員会 廃炉に係る会計制度検証ＷＧ等） 



（年数） 

円滑な廃炉に向けた会計措置について 

減
価
償
却
費
等
の
費
用 ・・・ 

従前の制度下では、廃炉に伴って一括
して発生する費用を料金原価（3年）に算
入し、回収することが可能。新たな制度
の導入により、料金水準を平準化。その
際、回収する費用の総額は変化しない。 

① ② ③ ⑧ ⑨ ⑩ 

④ ⑤ ⑥ 

（年数） 計画外廃炉 

  廃炉に関する財務・会計上の課題を解決するため、昨年11月より「廃炉に係る会計制度検証ワーキンググ
ループ」（座長：山内弘隆 一橋大学大学院商学研究科教授）において、次のような料金・会計制度上の措置を検討。報告
書を取りまとめ、本年3月13日に関係省令を改正し、制度を施行した。 

① 資産の残存簿価、核燃料の解体費用等、廃炉に伴って一括して発生する費用を、10年間で分割して償却す

ることを認める会計制度 

② 会計制度の実現に必要な料金面での手当て（従前の制度下では3年間で回収する費用を、10年間に分割し

て回収できるよう制度を整備し、全体として需要家の負担を平準化） 

対応策イメージ 

料
金
面 

減
価
償
却
費
等
の
費
用 ・・・ 

財務・会計的な
負担を平準化 

② ③ ⑧ 

② 

③ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑨ ⑩ 

計画外廃炉 

会
計
面 

・
・
・

 

① 

⑦ ⑧ ⑨ 
⑩ 

・・・ ・・・ 

＜参考＞ 
○ 従前の料金・会計制度では、事業者に、廃炉を行わないインセンティブが働く。 

① 設備の除却費等の廃炉に係る費用を回収するためには料金改定（値上げ）が必要。仮に料金値上げを行った場
合、短期的に需要家の負担が増加。（回収する費用の総額は変わらない） 

② 会計上、費用の一括計上によって財務状況が悪化。 

○ これらにより、廃炉の着実な遂行や電力の安定供給に支障をきたす可能性。 
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rev7 

6/18畠山課長
（検討経緯、座
長追加） 

rev9 

6/18（座長微修
正） 



原子力発電所の運転年数の状況（平成27年6月26日時点） 

浜岡1 
(54.0) 

東海1 

(16.6) 

注）括弧内は出力（万ｋＷ） 

川内2 

(89.0) 

柏崎 

刈羽1 

(110.0) 

高浜1 

(82.6) 

東海 

第二 

(110.0) 

大飯2 

(117.5) 
川内1 

(89.0) 

福島 

第二3 

(110.0) 

浜岡3 

(110.0) 

敦賀1 

(35.7) 

高浜2 

(82.6) 

美浜3 

(82.6) 

福島 

第二1 

(110.0) 

女川1 

(82.5) 
高浜4 

(87.0) 

福島 

第二4 

(110.0) 

泊1 

(57.9) 

美浜1 

(34.0) 

第一1 
美浜2 

(50.0) 
島根1 

(46.0) 

玄海1 

(55.9) 
伊方1 

(56.6) 

大飯1 

(117.5) 

玄海2 

(55.9) 

伊方2 

(56.6) 

福島 

第二2 

(110.0) 

高浜3 

(87.0) 

敦賀2 

(116.0) 

島根2 

(82.0) 

運転 

開始 
1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 

1988 1989 

志賀1 

(54.0) 

浜岡4 

(113.7) 

伊方3 

(89.0) 

柏崎 

刈羽2 

(110.0) 

大飯3 

(118.0) 

柏崎 

刈羽3 

(110.0) 

玄海3 

(118.0) 

玄海4 

(118.0) 

浜岡5 

(138.0) 

柏崎 

刈羽5 

(110.0) 

泊2 

(57.9) 

大飯4 

(118.0) 

刈羽4 

(110.0) 

女川2 

(82.5) 

柏崎 

刈羽6 

(135.6) 

柏崎 

刈羽7 

(135.6) 

女川3 

(82.5) 

東通1 

(110.0) 

志賀2 

(120.6) 

泊3 

(91.2) 

運転 

開始 
1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 

浜岡2 
(84.0) 

2009 

1969 1968 1967 1966 

30年～39年経過 

20年～30年経過 10年～20年経過 0年～10年経過 

福島 

(46.0) 

福島 
第一2 

(78.4) 

福島 

第一3 
(78.4) 

福島 

第一4 
（78.4） 

第一1 

1 3 4 8 5 10 13 14 18 21 22 24 27 32 35 総基数 

52 37 39 41 45 48 49 50 53 55 56 57 総基数 

福島 

第一6 
(110.0) 

福島 

第一5 

(78.4) 

柏崎 

40年以上経過 

c  40年超運転申請対象（本年4～7月） 

廃止措置決定済 

40年超運転申請済 
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 本年4月末、高経年炉5基（敦賀1号機、美浜1号機・2号機、島根1号機、玄海1号機）が運転終了。2基（高浜1号機・2号

機）は、運転期間延長認可が申請された。 

rev4 

6/17課長（廃
炉・運転延長を
追加） 
6/17小委本番
向けに差し替え 



原子炉廃止措置の工程 

東
海
発
電
所 

浜
岡
原
子
力
発
電
所 

一
号
、
二
号 

▼運転停止又は運転終了 10 15 20 30年 25 

使用済燃料搬出 

系統除染、汚染状況調査等 

原子炉領域解体撤去 

安全貯蔵期間 

原子炉領域周辺設備解体撤去 

建屋等解体撤去 

放射線管理区域外の設備・機器の解体撤去 

安全貯蔵期間 

原子炉領域解体撤去 

原子炉領域外解体撤去 

準備工事等 

熱交換器等解体撤去 

建屋等解体撤去 

使用済 
燃料搬出 

現時点 

現時点 
※東海は平成10年、浜岡は平成21年に運転終了 

 原子炉廃止措置計画は、２０年～３０年の長期にわたる計画。 

 現在、日本原子力発電(株)の東海発電所、及び中部電力(株)浜岡原子力発電所１号機、２号機が廃止措置
段階にある。 

※研究炉では （独）日本原子力研究開発機構の原子炉廃止措置研究開発センター（通称「ふげん」）が平成20年より廃止措置中。 

放射線管理区域外の設備・機器の解体撤去 

（出典）各社ＨＰなどより資源エネルギー庁作成 

※東海はガス炉であるため系統除染は実施せず  

  また、汚染状況調査は廃止措置が始まる前に終了 
16 



 今後の課題① ～立地地域への影響 

○ 地域経済、雇用等への影響 

・原子力発電が基幹産業となっている地域経済、雇用等への影響は不可避 

・関連企業の経営へのマイナスの影響 

・雇用状況の悪化による人口流出 

 廃炉により原子炉の数が減ると、定期検査等の業務の減少や固定資産税や

立地交付金の減少により、立地市町村の経済・雇用・財政等に大きな影響を

及ぼすことが懸念される。 

○ 自治体財政への影響 

・電源立地地域対策交付金や固定資産税収等の原子力関連の歳入が一般会計歳入に占める
割合が高い自治体にとっては影響大 

・雇用喪失や地域消費の減少等により、税収減 

・雇用対策や経済対策に伴う歳出の増加 

＜立地市町村に生じるおそれのある影響＞ 
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rev4 

6/17課長（サイ
クル課ツケ：応
答振り） 

rev11 

6/19サイクル
課・基盤課修正 



廃止措置に伴い発生する廃棄物の内、約２％のみが放射性廃棄物 
原発の廃炉 
（廃止措置） 

解体等に 
伴い発生 

発電所内外の 

乾式貯蔵施設で貯蔵 

再処理施設 
（青森県六ヶ所村） 

ガラス固化体 

燃料プール 
に移管 

約２,０００万トン（全５７基ベース、電事連試算） 

放射性廃棄物ではない廃棄物 

Ｌ３（浅地中（ﾄﾚﾝﾁ）処分）： 約３８万トン[84％] 
 

Ｌ２ （浅地中（ﾋﾟｯﾄ）処分  ： 約６．３万トン[14％] 
 

Ｌ１（余裕深度処分）         ： 約０．８万トン[2％]     

課題１ 

課題２ 

課題１ 

課題２ 

課題３ 

発生者責任の下、事業者が処分地を確保することが必要 

放射能濃度の高いＬ１（余裕深度処分相当）の廃棄物処分について規制基準が未整備（規制委で検討中） 

発電所内の別の 

炉内燃料プールで貯蔵 

使用済燃料は原子炉から取り出した後、一定の期間、サイト内の使用済燃料プール等で保管することが必要。その
後、六ヶ所再処理工場等へ搬出することとなる。 

※国のチェックを経て、一般廃棄物と同様に扱うことが可能なクリアランス対象物（約89万トン）を含む 

低レベル放射性廃棄物 

高レベル放射性廃棄物 

約４５万トン（全体の約２％） 

約１,９４０万トン 

課題３ 

使用済燃料の取り出し 
（搬出に概ね３～５年（実績ベース）） 

今後の課題② ～廃炉に伴う放射性廃棄物の処分 

18 

rev2 

6/16サイクル課 

（課題３） 

rev9 

6/18サイクル課 

（課題３） 



炉内構造物等 

発生元 処分方法 

放
射
性
廃
棄
物
の
放
射
能
レ
ベ
ル 

低 

高 

解体コンクリート・金属 

ガラス固化体 

浅地中（トレンチ）処分 

浅地中（ピット）処分 

余裕深度処分 

地層処分 

廃液、フィルター、 

消耗品（手袋等） 

50m 

0m 

300m 

放射性廃棄物の種類 
（代表例） 

処分主体 規制基準 

電
気
事
業
者 

策定済 

策定済 

策定中 

原子力 
発電所 

再処理施設 

使用済燃料 

処分主体 規制基準 

NUMO 
（原子力発電環境

整備機構） 

未策定 

低
レ
ベ
ル 

放
射
性
廃
棄
物 

高
レ
ベ
ル 

放
射
性
廃
棄
物 

Ｌ１ 

Ｌ２ 

Ｌ３ 

【参考】原子力発電に関係する放射性廃棄物の種類 
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（４）自主的安全性向上・技術・人材 
（原子力小委員会 自主的安全性向上・技術・人材ＷＧ） 



原子力の自主的安全性向上の取組の改善に向けた提言（平成２７年５月２７日） 

 平成２６年９月より、自主的安全性向上・技術・人材WG（座長：山口彰 東京大学大学院工学系研究科原子力専攻教授）において、

電気事業者、メーカー、産業界団体等を招聘し、原子力の自主的安全性向上の取組実態を聴取するとともに、
活発な議論を実施。 

 平成２６年５月に「原子力の自主的・継続的な安全性向上に向けた提言」が示されてから約１年の間に、電気事
業者、メーカー、産業界団体、学会、政府等により、原子力の自主的安全性向上の取組がどのように進められ
てきたかを総点検し、横断的な課題や各主体の取組の改善点を示す「原子力の自主的安全性向上の取組の改
善に向けた提言」の取りまとめを実施。 

＜原子力の自主的安全性向上の取組の総点検の結果、良好事例とされたこれまでの取組＞ 

１．四国電力は、伊方原発3号機をモデルプラントとして、原子力リスク研究センター（NRRC）が実施
する地震PRA（確率論的リスク評価）の研究開発に参加。 

２．関西電力は、プラントの設備や事故時の変化を熟知し、平時と事故時の両方において安全対策
を上層部に進言できる安全俯瞰人材の計画的な育成を実施。 

３．東京電力は、原子力・立地本部長を主査とする会議体がリスク管理を行い、必要に応じて社長
を委員長とするリスク管理委員会に直接報告する体制を構築。 

４．日本原子力発電は、地方自治体の避難計画策定にあたり、立地地域の首長会議において、シ
ミュレーターを用いた事故事象に関する勉強会の開催等の協力案を提示。 

５．電気事業者各社は、防災等を目的として、外部機関の緊急時対策訓練も活用しながら、ブライ
ンド訓練等を含む効果的な取組を実施。 

原子力の自主的安全性向上の取組の改善に向けた提言① 
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rev7 

6/18課長（経緯
と座長を追記） 

rev8 

6/18技術班（座
長修正） 



＜主な改善提言＞ 

１．適切なリスク管理と予期しない事態へのレジリエンス向上によるリスクの低減 
（１）発電所の運転・保守を含む日々のリスク管理へのPRAの活用 

（２）外的事象、多数基立地条件、過酷条件下での人間信頼性等に関するリスク評価手法の高度化 

（３）現場からトップまでのリスク情報伝達の在り方と意思決定の仕組みの改善 

（４）原子力安全推進協会（JANSI）によるプラントの総合評価システム等の早期確立と安全性向上に向けたインセンティブの早期導入 

（５）規格統一化された緊急時対応体制の整備、緊急時の意思決定を独立して監視する人材の各発電所への配置 

（６）産業界による多数基立地等を考慮した自主的な安全目標の設定 

２．事故の可能性も想定した外部ステークホルダーとの適切なリスクコミュニケーション（適切な情報
発信と外部ステークホルダーからのフィードバックの自らの意思決定への取り込み）の具体化 
（１）事故も想定した原子力リスクの発信と、発信した情報に対するフィードバックを自らの意思決定に取り込む方法の検討 

（２）地方自治体の地域防災計画策定等に貢献するためのリスク情報の活用方法の検討 

３．東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえた組織安全文化の改善と安全確保のための人材
育成の継続 
（１）疑問を提示し、それを議論する風土づくり実施 

（２）意思決定の組織文化等への依存性や第三者意見の重要性等を踏まえた適切なリスクマネジメント体制の構築 

（３）適切な安全文化指標等を用いた安全文化改善の継続的な監視と、世界の良好事例に学ぶ姿勢の強化 

（４）技術以外の知識も活用した安全管理や国際安全基準の策定等において活躍できる人材の育成、社会人教育機能の整備 

（５）リスク分析やリスク管理及び事故を想定した外部ステークホルダーとのリスクコミュニケーションを実施できる人材の育成 

（６）国際安全基準の策定や新規導入国における原子力安全確保に貢献できる人材の育成に向けた取組の進捗状況の確認 

（７）海外や他産業分野の良好事例等を参考にした資格制度や社会人の継続的な教育システムの検討 

（８）廃炉や除染等に人材を呼びこむための方策の検討 

４．安全性向上と技術・人材の維持・発展に係る利用と規制の連携強化 

５．明確な優先順位付けがなされた軽水炉安全技術・人材ロードマップの策定と国内外からの多様
な指摘を踏まえたローリング（継続的な改善）の実施 

原子力の自主的安全性向上の取組の改善に向けた提言② 
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 自主的安全性向上・技術・人材WGと日本原子力学会のキャッチボールを通じて、平成２７年６月１６日、「軽水炉
安全技術・人材ロードマップ」が取りまとめられた。 

 真に原子力安全の向上に資する取組から順に進めることの重要性に鑑み、「評価軸」に基づき、要素課題（技
術開発及び人材育成の各取組の適切なまとまり）に対して明確な優先順位付けを実施。 

 当面は、１年に１回以上のローリングを実施。 

軽水炉安全技術・人材ロードマップ① 
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課題解決策とロードマップの素案の提示 

国民視点からの課題の提示 
自主的安全性向上・技

術・人材WG 
日本原子力学会 

ロードマップの策定プロセスを分かり
やすい形で共有 

＜ロードマップの策定体制＞ 

原子力小委員会 

確認 共有 

国民・地方自治体 
エネルギー基本計画
において示されたシナ
リオの下でロードマッ
プ策定を要請 

自主的安全性向上・技
術・人材WG 

• 達成度評価や大枠の見直しを踏まえた「評価軸」の見直し 
• 見直された「評価軸」による取組項目の見直し 

• 原子力を取り巻く周辺の社会環境や制度的制約等の情勢
変化を踏まえた大枠の見直し 

• 見直されたロードマップへの改善案等の提示 

日本原子力学会 

原子力に係る政策
方針の決定・変更 

批判 

審議会、 
政府機関等 

国内外の専門家 

発信 

批判されている姿やそれを受けた見直し
を行っている姿も含め、ローリングのプロ
セスを分かりやすい形で共有 

確認 共有 

国民・地方自治体 ＜ローリングの実施体制＞ 

rev8 

6/18技術班（取
りまとめ追記） 



軽水炉安全技術・人材ロードマップ② 
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～2020 ～2030 

要素課題A 

～2050 

科
学
的
な
規
律
や
知
見
に
基
づ
く
自
律
的
な
安
全
性
向
上
の
取
組

を
強
固
な
も
の
と
し
、
国
際
的
な
知
見
も
活
用
し
つ
つ
、
軽
水
炉
安

全
技
術
及
び
人
材
を
継
続
的
に
維
持
・
発
展
で
き
る
枠
組
み
を
構
築

す
る
。 

自
律
的
な
安
全
性
向
上
の
取
組
や
枠
組
み
に
対
す
る
信
頼
の
下
で
、

国
際
的
な
協
力
体
制
を
確
立
す
る
と
と
も
に
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構

造
に
お
け
る
重
要
な
ベ
ー
ス
ロ
ー
ド
電
源
と
し
て
原
子
力
が
適
切
に

活
用
さ
れ
る
よ
う
、
安
全
確
保
に
必
要
な
投
資
を
着
実
に
実
施
し
残

余
の
リ
ス
ク
を
低
減
さ
せ
る
。 

原
子
力
が
世
界
の
温
暖
化
対
策
や
持
続
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
に
安

定
的
な
役
割
が
果
た
せ
る
よ
う
、
原
子
力
利
用
の
デ
メ
リ
ッ
ト
の
低

減
と
メ
リ
ッ
ト
の
向
上
を
更
に
進
め
、
技
術
・
人
材
の
両
面
で
国
際
社

会
に
貢
献
す
る
。 ◎ ○ △ 

△ 

＜ロードマップの完成イメージ＞ 

各マイルストーンにおける
目指す姿の標語 

マイルストーン 

評価軸 

適切な「評価軸」により、要素
課題の優先順位付けを実施。
要素課題の重要度を「◎」、
「○」、「△」の３段階で表現。 

要素課題A 

要素課題B 

rev8 

6/18技術班（微
修正） 



軽水炉安全技術・人材ロードマップ③ 
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＜ロードマップの例： 「①既設の軽水炉等のリスク情報の利活用の高度化」ロードマップ＞ 

リスクが極小化されるマネジメント策とそのため
の組織・制度を整備する
(S101M101L102_z01,M101L101_a02, 

M103L101_a04)

リスクマネジメント分野で活躍が国内外でできる人材を継続的に輩出し維持する

リスク情報や安全目標に関する最新知見を国際的に共有して世界の原子力安全に貢献する
(S110M106L103_d02)

丁寧な対話を通じ、社会的に合意された安全目標
の継続的な見直しを図る(S101M101L102_z01)

原子力施設の安全目標についての社会との丁寧な対話を
行う (S103M102L101_b01)

最新のリスク情報に基づいたマネジメントや意思決定の改
善によるリスクの低減を図る (M103L101_a04, 

S102M101_a01)

リスク情報を効果的に活用する制度や知識基盤の整備を
進める (S101M101L102_z01,S110M106L103_d02,

S103M102L101_b01)

効果的なリスク低減策を設計へ反映する活動を継
続し、リスクが極小化された世界標準の原子力プ
ラントを設計する
(S111M107L103_d42 ,S111M107L104_d10, 

L103_d16)

不確実性が限定されたリスク情報とその活用方
法を国際的に共有する (M104L103_c06,

S103M102L101_b01)

最新の知見・技術に基づく大規模自然災害によるリスクを
含めた網羅的なリスクの把握と精緻化を継続的に実施す
る (M104L103_c06, S103M102L101_b01)

リスク情報の活用による地域防災や広域防災の能力を向上
する(S104_b04, S104M101L102_b02-1&2&3)

リスク情報を把握するための手法やデータの整備を行う
(S111_d13)

ハ
ー
ド

ソ
フ
ト

人
材
育
成

様
々
な
リ
ス
ク
を
把
握
す
る

リスク情報の扱いに長けた人材を国内から輩出する

1F事故の教訓を国際的に共有する(S110M106L103_d02)

解析手法の高度化や最新技術の活用により、地震や津波に
ついてのリスク情報の精緻化を図る (S106_c04, 

S106_c05)

地震・津波以外の自然災害・事故についてのリスクの網羅
的な把握と、対策の重要度の検討を行う (S106_c03)

リ
ス
ク
情
報
を
踏
ま
え
て
対
策
を
と
る

リ
ス
ク
情
報
を
社
会
と

共
有
す
る

リスク情報をマネジメントや意思決定に活用する (S111_d29, 

S102M101_a01, S102_a09)

原子力施設のリスクについての社会との丁寧な対話を行う
(S103M102L101_b01)

リスクマネジメントに関する人材研修の海外からの受け入れを継続的に行う

リスクの低減を加速するための制度や知識基盤の整備を進
める(S101M101L102_z01, S110M106L103_d02)

自然災害の発生頻度を含む、リスクに関連する様々な分野
を俯瞰できる人材を輩出する

安全目標に関わるリスク情報を得るための継続的な研究を実施する (S101M101L102_z01 , S103M102L101_b01)1F事故を踏まえ安全目標の自主的な再設定を行う
(S101M101L102_z01 )

極めて稀に発生する大規模自然災害を含め、リスクを効果
的に低減する機器開発を継続し、その知見を設計に反映
する
(S111M107L103_d42)

大規模自然災害によるリスク情報を活用した機器を導入・開
発する (S110_c10)

1F事故の知見を活用した機器の導入・開発を行う
(S111M107L103_d42)

リスク情報の活用による地域防災や広域防災の能力を継続的に向上する (S101M101L102_z01, 

S104M101L102_b02-1&2&3, M102L101L104_b08)

4.71,4.43 ◎ 4.71,4.43 ◎ 3.86, 3.71 ○

4.75,4.50 ◎ 4.63, 4.30 ◎

4.86,3.86 ○

4.43, 4.57 ◎

4.71,4.29 ◎ 3.86, 3.71 ○ 4.71,4.29 ◎ 3.86, 3.71 ○

3.88,3.25 ○

4.50,4.00 ◎ 4.50, 4.00 ◎ 4.63,5.13 ◎ 4.25, 4.25 ◎4.50,4.00 ◎

4.71,4.43 ◎ 3.50, 3.13○ 4.71,4.43 ◎ 3.50, 3.13 ○ 3.86, 3.71 ○

4.50,4.38 ◎ 4.43, 3.43 ○ 4.00, 2.88 ○ 4.25,3.13 ○ 4.43, 3.43 ○

3.86,3.71 ○ 3.86,3.71 ○ 4.71,4.43 ◎

4.71,4.43 ◎ 4.00, 2.63 ○ 4.25 3.13 ○

4.13,3.13 ○ 4.25, 2.75 ○ 4.5, 2.25 ○ 4.38, 2.38 ○

3.50,3.13 ○ 3.50,3.13 ○

4.71,4.43 ◎ 4.25, 2.75 ○ 4.5, 2.25 ○ 4.38, 2.38 ○ 3.25, 4.13 ○

Stage1（短期） Stage2（中期） Stage3（長期）

rev8 

6/18技術班（微
修正） 



（５）高レベル放射性廃棄物の最終処分 
（原子力小委員会 放射性廃棄物ＷＧ、地層処分技術ＷＧ） 



総合資源エネルギー調査会 放射性廃棄物WG（2014年5月） 

第１回最終処分関係閣僚会議（2013年12月） 

●可逆性・回収可能性の担保 

●代替処分方法等の研究開発の推進 

●社会的合意形成の段階的な醸成 

見直しの方向性を確認 

○現世代の責任として、地層処分を前提に取組を進める。 

○将来世代が最良の処分方法を再選択できるよう、可逆性・回収可能性※を担保する。 

  ※可逆性：処分事業の選定プロセスを元に戻すこと 

  ※回収可能性：地層処分場において廃棄物を回収可能な状態に維持すること 

○国が、より適性が高いと考えられる地域（科学的有望地）を提示し、重点的な理解活動を行った上で、
複数地域に対し申し入れる。 

エネルギー基本計画（2014年4月） 上記方向性を閣議決定 

取組や体制の改善策等を専門家
から提言 

●住民参加型の検討の場の設置 

●地域の持続的発展支援 

●実施主体・体制の信頼性確保 

基本方針の改定の経緯等について① rev6 

6/17廃対室（追
加） 
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rev7 

6/18課長（座長
追記） 

（座長：増田寛也 野村総合研究所顧問/東京大学公共政策大学院客員教授） 

rev8 

6/18廃対室（座
長修正） 

rev9 

6/18（座長微修
正） 



基本方針の改定の経緯等について② 

 昨秋以降、総合資源エネルギー調査会放射性廃棄物WGにおいて、基本方針の改定に関する個別論点につ
いて審議。 
 

 WGの審議も踏まえ、平成２７年５月２２日に基本方針を改定（閣議決定）。 
 

 
 
 
 
 
 

 

 新たな方針について、全国各地の国民や自治体を対象に、情報提供や意見交換を実施中。 

重点的な理解活動 

科
学
的
有
望
地 

の
提
示 

全国的な国民の理解醸成 

全国の自治体への情報提供、対話 

※科学的有望地の要件・基準等について、 

   放射性廃棄物WG/地層処分技術WGで検討中 

反映 

◆最終処分関係閣僚会議 
        （2013年12月、2014年9月） 

 

◆エネルギー基本計画 
             （2014年4月） 

 

◆総合資源エネルギー調査会
での議論 

基
本
方
針
の
改
定 

（閣
議
決
定
） 

＜これまでの経緯＞ 
►26年 9月  第2回最終処分関係閣僚会議：総合エネ調の審議等を踏まえ基本方針を改定することを確認 
►26年10月～ 放射性廃棄物ＷＧ：地域合意形成の仕組みや評価の仕組み等の個別論点を審議 
►27年2～4月 法律に基づく手続の実施：ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの実施、原子力委員会・原子力規制委員会に対する意見照会及び回答 

・全国９都市でのシンポジウムの開催（５月２３日～６月２８日） 

・全国の自治体向けの連絡会の開催（５月下旬～６月中目途）    
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○国が科学的により適性が高いと考えられる地域（科学的有望地）を提示するとともに、理解活動の状況等を踏
まえ、調査等への理解と協力について、関係地方自治体に申入れを行う。 

基本方針の改定のポイント 

（１）現世代の責任と将来世代の選択可能性 

（２）全国的な国民理解、地域理解の醸成 

（３）国が前面に立った取組 

（４）事業に貢献する地域に対する支援 

（５）推進体制の改善等 

○廃棄物を発生させてきた現世代の責任として将来世代に負担を先送りしないよう、地層処分に向けた対策を
確実に進める。 

○基本的に可逆性・回収可能性を担保し、将来世代が最良の処分方法を選択可能にする。幅広い選択肢を確
保するため代替オプションを含めた技術開発等を進める。 

○最終処分事業の実現に貢献する地域に対する敬意や感謝の念や社会としての利益還元の必要性が広く国
民に共有されることが重要。 

○国から全国の地方自治体に対する情報提供を緊密に行い、丁寧な対話を重ねる。 

○事業主体であるＮＵＭＯ（原子力発電環境整備機構）の体制を強化する。 

○信頼性確保のために、原子力委員会の関与を明確化し、継続的な評価を実施する。原子力規制委員会は、
調査の進捗に応じ、安全確保上の考慮事項を順次提示する。 

○使用済燃料の貯蔵能力の拡大を進める。 

○地域の主体的な合意形成に向け、多様な住民が参画する「対話の場」の設置及び活動を支援する。 

○地域の持続的発展に資する総合的な支援措置を検討し講じていく。 
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基本方針の改定を踏まえた当面の取組 
（平成27年5月22日第3回最終処分関係閣僚会議資料（抜粋）） 

○基本方針の改定の経緯や考え方等について、広く国民の理解を得ていくため、幅広い年代層・ 
 地域に関心を持っていただくことを意識しつつ、全国的な情報提供や意見交換等を進める。 
 

○第一弾として、地域ブロック毎に９都市で全国シンポジウムを開催（５月２３日～）。 

国民の関心喚起・理解醸成のための取組 

地方自治体への情報提供（連絡会の開催） 

○全国の自治体への情報提供を緊密に行うため、総務省の協力を得て、各地域毎に、経済産業省
と自治体の連絡会（説明会）を速やかに開催する（６月中を目途）。 

 

※前回の最終処分関係閣僚会議（昨年９月３０日）以降の進捗 

 ・昨年１１月の全国知事会議にて、高木経済産業副大臣から情報提供に関する協力を要請の上、各都道府県を訪問・説明。 

 ・総務省の協力を得て、本年３月から、全国の市町村に対しても関連情報等の提供を開始。 

使用済燃料の貯蔵能力の拡大 

○最終処分に向けた取組を進める間も、原子力発電に伴って発生する使用済燃料を安全に管理す
る必要がある。このため、使用済燃料の貯蔵能力の拡大を進める。 

 

○使用済燃料対策の強化に向けた国としての基本姿勢を示すとともに、国や事業者による具体策を
盛り込んだ「アクションプラン」を策定する。 
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基本方針の改定を踏まえた理解活動 

 

○地域ブロック毎に９都市でシンポジウムを開催。 
  

全国シンポジウムの開催状況 
 

○各都道府県毎に、自治体職員（担当者）向け説明会
を開催。 

○基本方針の改定の経緯や考え方等について、一般
の国民（住民）向けの情報提供とあわせて、全国の
自治体の方にも情報提供を緊密に行うことが目的。 

○説明内容及び資料は、全国シンポジウムにおける
資源エネルギー庁及びNUMOの説明内容と同じ（資

料は公表済）。自治体の参加・発言を得やすいよう、
非公開で開催。 

○説明会には、平均して７割弱の市町村が参加。 
 

自治体説明会の実施状況 

5/23 東京(338名)、5/30 高松(230名)、5/31 大阪(305名)、 
6/7 名古屋  (302名)、6/13 広島(164名)、6/14 仙台(173名)、 
6/20 札幌(180名)       ※開催予定：6/27（土）富山、6/28（日）福岡 

参加者の主たる関心例（事前質問） 

【地層処分の安全性】 

・火山と断層が多く、地下水が豊富な日本列島では地層処
分が可能な地域は存在しないのではないか。 
 

【なぜ地層処分なのか】 
・当面は地上で保管管理を続けるのが良いのではないか。 
 

【処分地選定の進め方】 
・いわゆるNIMBY問題をどう解決するか。 

※当日、会場からいただいた御意見例 
・廃棄物が問題というのであれば、廃棄物を増やすことになる原発
再稼働は行うべきでない。 
・核燃料サイクルを前提としたあり方を見直すべきではないか。 

自治体担当者からいただいた主な質問 

Q.科学的有望地はいつ提示するのか。 
→現在、審議会で専門家による議論を行っており、まず
はそこでしっかりと議論を尽くしてもらうことが重要。 

 

Q.科学的有望地はどの程度の規模感で提示されるの
か。 
→日本全体を①適性の低い地域、②調査の候補となり

得る地域、③より適性の高い地域（いわゆる科学的有
望地）、の３つのカテゴリーに分けることを想定し、審議
会で議論中。結論は出ていないが、それぞれ一定程
度の広がりを持つと考えている。 

東京会場の様子 
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（６）使用済燃料対策に関する取組 



使用済燃料対策に関するこれまでの整理 

第３章 第４節 ４． （１）使用済燃料問題の解決に向けた取組の抜本強化と総合的な推進 
②使用済燃料の貯蔵能力の拡大 
廃棄物を発生させた現世代として、高レベル放射性廃棄物の最終処分へ向けた取組を強化し、国が前面に立ってその解決

に取り組むが、そのプロセスには長期間を必要とする。その間も、原子力発電に伴って発生する使用済燃料を安全に管理する
必要がある。このため、使用済燃料の貯蔵能力を強化することが必要であり、安全を確保しつつ、それを管理する選択肢を広
げることが喫緊の課題である。こうした取組は、対応の柔軟性を高め、中長期的なエネルギー安全保障に資することになる。 
このような考え方の下、使用済燃料の貯蔵能力の拡大を進める。具体的には、発電所の敷地内外を問わず、新たな地点の

可能性を幅広く検討しながら、中間貯蔵施設や乾式貯蔵施設等の建設・活用を促進するとともに、そのための政府の取組を強
化する。 

Ⅶ．使用済燃料問題の解決に向けた取組と核燃料サイクル政策の推進  
【使用済燃料の貯蔵能力の拡大】 
○使用済燃料の貯蔵能力を拡大することは、我が国全体として緊急性が高く、先送りできない課題。通常の発電に加え、廃炉
の円滑化や、対応の柔軟性のためにも重要であり、国も積極的に関与して具体的な取組を進めることが必要。今後、使用済
燃料の貯蔵施設について、発電所の敷地内外を問わず新たな地点の可能性の幅広い検討を始め、中間貯蔵施設や乾式貯
蔵施設等の建設・活用の促進に向け、各電気事業者の積極的な取組や、電気事業者間の共同・連携による事業推進の検
討、政府の取組強化についての具体的な検討などを進めるべき。 

エネルギー基本計画（平成26年4月閣議決定）関連部分抜粋 

原子力小委員会の中間整理（平成26年12月）関連部分抜粋 

最終処分に向けた取組を進める間も、原子力発電に伴って発生する使用済燃料を安全に管理する必要がある。このような観
点も踏まえ、使用済燃料の貯蔵能力の拡大を進める。具体的には、発電所の敷地内外を問わず、新たな地点の可能性を幅広
く検討しながら、国も積極的に関与して中間貯蔵施設や乾式貯蔵施設等の建設・活用を促進することとし、そのための国の取
組を強化する。 

特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針（平成27年5月）関連部分抜粋 
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使用済燃料対策に関する今後の取組 

日本原子力発電（株）東海第二発電所での乾式貯蔵 

出典：電気事業連合会 

発電所敷地内に貯蔵施設を新設した例 

 最終処分に向けた取組を進める間も、原子力発電に伴って発生する使用済燃料を安全に管理する必要があ
り、使用済燃料の貯蔵能力の拡大に向けた取組を進める必要がある。また、こうした取組は、再稼働や廃炉の
ためにも重要。 

 
 これを踏まえ、５月２２日の最終処分関係閣僚会議において、経済産業大臣から、使用済燃料対策の強化に
向けた国としての基本姿勢及び国や事業者による具体策を盛り込んだ「アクションプラン」を策定することとし、
国も積極的に関与して取り組んでいく旨を表明。 

乾式貯蔵施設の例 

(1) 会社名：リサイクル燃料貯蔵(株)（略称：RFS） 

(2) 所在地：青森県むつ市大字関根字水川目596-1  

(3) 設立：２００５年１１月２１日 

(4) 資本金：３０億円 

(5) 株主：東京電力（８０%)、日本原電（２０%) 

(6) 貯蔵量：（最終）５,０００トン（東電４,０００t、原電１,０００t) 

              *１棟目３,０００tの貯蔵建屋が完成。 

(7) 貯蔵期間 施設毎に供用開始から５０年。 

(8) 建設費 １,０００億円程度 

(9) 工    程 

    ２０１０年  ５月  貯蔵事業許可 

    ２０１０年   ８月  着工 

    ２０１３年  ８月  貯蔵建屋本体完成 

    ２０１３年 １１月  原子力規制委員会に工事計画の変更届を提出 （事業開始時

期を「未定」に変更する旨届出） 

     ２０１４年   １月  原子力規制委員会に新規制基準への適合性確認のため、事

業変更許可を申請（事業開始時期を「２０１５年３月」に変更） 

    ２０１５年  １月   事業開始時期を「２０１６年１０月」にする旨公表 

中間貯蔵施設の例 

■これまでの取組：福島第一原子力発電所、東海第二発電所 

■今後の取組予定：浜岡原子力発電所、東海第二発電所（増強） 
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（７）原子力発電の事業環境整備 
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原子力発電の事業環境整備に関するこれまでの整理・指摘 

 自由化により競争が進展した環境下においても、民間事業者が主体的に事業を行っていくことができるよう、必
要な政策措置を講ずる方針が示されているところ。 

 

○エネルギー基本計画（平成26年4月閣議決定） 

‒ （略）国は、電力システム改革によって競争が進展した環境下においても、原子力事業者が
こうした課題に対応できるよう、海外の事例も参考にしつつ、事業環境の在り方について検
討を行う。 

○電気事業法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（抜粋） 
（平成26年5月・6月 第186回通常国会（衆・参）） 

‒ （略）国と原子力事業者の役割分担を含めた事業環境の整備に向けて、平成二十八年を目途
に電力の小売全面自由化の実施が予定されていることを踏まえ、必要な措置について速やか
に検討し、遅滞なく実施するものとすること。  

○電気事業法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（抜粋）（平成27年5月 第189回通常国会（衆）） 

‒ 原子力事業者が共同で実施してきた再処理等の核燃料サイクル事業や原子力損害賠償制度に
ついては、小売全面自由化により競争が進展し、また、原子力依存度が低減していく中にお
いても、安定的・効率的な事業実施が確保される必要があることから、国と事業者の責任負
担の在り方を含め、遅滞なく検討を行うこと。特に、核燃料サイクル事業については、民間
企業の活力の発揮を前提としつつ、実施主体である認可法人に対して拠出金の形で資金が支
払われる最終処分の仕組みを参考として遅滞なく検討を行い、電力市場における小売全面自
由化が平成二十八年を目途に開始されることを踏まえて、措置を講じること。 

これまでの指摘 
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原子力発電の事業環境整備に関する検討の進捗状況 

 昨年12月に示した中間整理に沿って、以下のとおり検討が進捗。 
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○廃炉を円滑に進めるための会計関連制度（平成27年3月13日施行）＜再掲＞ 

 電力システム改革が進展していく中で、民間事業者が、適切かつ円滑な廃炉判断を行うととも
に、安全・確実に廃止措置を進めることができるよう、以下のような政策措置を講じた。 

①資産の残存簿価、核燃料の解体費用等、廃炉に伴って一括して発生する費用を、10年間で分
割して償却することを認める会計制度 

②会計制度の実現に必要な料金面での手当て（従前の制度下では3年間で回収する費用を、10
年間に分割して回収できるよう制度を整備し、全体として需要家の負担を平準化） 

○原子力損害賠償制度の見直し 

 「原子力損害賠償制度の見直しに関する副大臣等会議」において、当面の喫緊の課題として、国
際条約（CSC）の締結に向けた対応を実施（平成27年4月15日発効・締結）。その後の課題の検討に
ついては、原子力委員会に対し、有識者の参加を得た検討を行うよう要請がなされた。 

 これを受け、専門的かつ総合的な観点から原賠制度の在り方について検討を行うため、原子力
委員会の下に有識者から成る「原子力損害賠償制度専門部会」が設置され、引き続き検討がな
されている。（初回会合を平成27年5月21日に開催） 

具体的施策の検討状況 
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